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要約 

 デジタル・ネットワーク・システムはコンピュータの登場とともに興隆したが、最初から 

モジュラー型のアーキテクチャを持っていたわけではない。パケット通信の採用、ホスト 

コンピュータ側とネットワーク内部との通信プロトコルの機能分離、そしてルーターの登 

場などによって、徐々に相互依存性の無いモジュラー型のシステム・アーキテクチャが完

成した。モジュラー化がもたらすシステムの柔軟性、およびオープン標準化が創る共創と

競争の二重構造が爆発的な普及を加速させ、インターネットは２１世紀の人類が共有すべ

き文明装置へと進化した。 

  完全オープンな共創の場では、技術開発以上にビジネスモデルと知財マネージメントが重要 

な役割を担う。これを実証したのがインターネット・ルータ市場で独占的な市場シェアを握るシ 

スコシステムズ社であった。単なる特許や技術ノウハウだけでは決してなく、また単なるネ 

ットワーク外部性だけでなく、その上位レイヤーにある契約という取引行為を組み合わせ 

ることによってシスコの知財マネージメントが完成する。この勝ちパターンを生み出す経 

営思想は、パソコン産業におけるインテル、あるいは携帯電話産業におけるクアルコムや 

ノキアのそれと同じであった。 

オープン標準化は、たがいに得意技を持ち寄って共創する場を作り出すだけでは決して

ない。企業が知恵を絞って激しく競争する場が同時に構築される。人為的に構築されたこ

の共創と競争という二重構造の場が、経済成長に多大な貢献をするのである。その代表的

な事例がインターネットであり、シスコシステムズ社であった。 
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１．ネットワークのモジュラー化がもたらすインターネット・システムの興隆 

 １．１ インターネットの歴史的な位置付けと本稿の目的 

1980 年代に興隆したデジタル・ネットワーク産業は、先進国から NIES/BRICs に、そ

して NextEleven とさえ呼ばれることのないアフリカ大陸の国々に至る世界共通のインフ

ラとなった。この意味で２１世紀の人類社会を特徴づける文明装置と位置付けられる。 
１８世紀後半に商用化された蒸気機関は、多くの産業を興隆させて資本主義や株式会社

を生みだした。ここから人々が集団で利用する都市も興隆し、一人当たりの労働生産性向

上と人口の増加が同時に進行するようになった。そして経済学も、このような文明要素を

安定的に効率よく活用する仕組み作りが研究の対象であった。 
蒸気機関の商用化は、鉄道や大型船などのように人々が共同で利用する移動手段を生

み出したが、１９世紀後半に登場した内燃機関の自動車は、個人が利用する移動手段を文

明装置としてこの世に生み出した。19 世紀後半から興隆する電気技術や発電・送電のイン

フラ整備、そして電動モータ発明などは、人々が日常生活で利用する家電製品をこの世に

生み出し、２０世紀の人間社会を支えた。1 

20 世紀の後期になるとマイクロ・プロセッサーなどのデジタル技術が低コストで大量

に使われるようになり、この積極的な取り込みで設計された製品の伝播/着床スピードが、

それ以前の１０～５０倍も速くなった。デジタル技術が NIES/BRICs で比較優位の国際分

業や国際貿易を大規模に進展させ（小川、2009a）、グローバルな巨大市場を瞬時に生みだ

す原動力となったのである。2 1980～1990 年代に興隆したインターネットや携帯電話に

代表されるデジタル・ネットワークも、世界中の個人がいつでもどこでも会話しながら情

報共有する巨大な社会インフラであり、２１世紀の人類が共有する新たな文明装置になっ

た。インターネットに繋がるコンピュータがすでに１０億台を超えたが、さらにデジタル

携帯電話がインターネットに繋がろうとしている。3 

 本稿では、２１世紀のデジタル・ネットワークを支えるインターネット・システム、

およびここで覇権を握ったシスコシステムズ社に注目しながら、これらが興隆するプロセ

スを、製品アーキテクチャのモジュラー化やオープン標準化という視点から紹介したい。

２１世紀の人類が共有するインターネットの誕生に、巨大システムのモジュール化や機能

分離(相互依存性の排除)、およびこれを支えるオープン標準化が多大な貢献をしてきたこと

が、本稿からも理解されるであろう。 

オープン標準化は、たがいに得意技を持ち寄って共創する場を作り出すだけでは決し

                                                   
1 文明装置という表現および文明装置の歴史的な推移は、森田(1998)の第２章から借用した。 

その他、技術や製品が生まれる歴史的な背景と年表はジャック・アタリ(2008)や松岡正剛

(1990)を参照した。 
2 例えば小川(2008c)、小川(2009a)参照。 
3 2008 年末の時点で、世界中で使われる携帯電話の 15～20％（約５億台）がインターネットに 

 繋がっていると言われる。日本の携帯電話は、ほぼ全数がインターネットに繋がる。 



てなかった。企業が知恵を絞って競争する場を共創の場の上で作るという二重構造をオー

プン標準化が構築し、この二つが共存することによってはじめて経済成長に多大な貢献を

するのである。4 その代表的な事例がインターネットであり、シスコシステムズ社であっ

た。5 

 
１．２ ネットワーク・アーキテクチャのモジュラー型への転換 

１．２．１ パケット通信の登場によるモジュラー化の進展 

 デジタル・ネットワーキングはコンピュータの登場とともに興隆した。初期の代表

的な事例として、アメリカ国防省が MIT や IBM などと協力して開発した 1950 年代後半の

SAGE(Semi-Automatic Ground Environment：半自動式防空システム)を挙げることがで

きる。第二次大戦後の冷戦時代に、アメリカが当時のソ連を意識した防空ネットワーク・

システムであった。6 
インターネットの原型となるアーパーネット（ARPA ネット）もアメリカ国防省高等

研究計画局(ARPA)によって 1969 年から研究がスタートした。7 その後、軍事応用以外で

大学や研究機関の情報交換でも使われはじめたが、いずれも当時のコンピュータが非常に

高価だったので、不特定多数の個人が利用するのではなく、学術研究者やコンピュータの

先進的なユーザなど、特定の人が使うものであった。また 1970 年代の SNA（IBM）や DEC 
net(DEC)および 1980 年代の AppleTalk（Apple）など、多種多様な情報ネットワーク・シ

ステムが次々と生まれたが、いずれも特定企業が提供する独自方式のプロトコルをベース

にしており、オープン・システムではなかった。また初期のころのネットワークは、おも

にコンピュータ同士をつなぐことが主眼であり、全く異なるネットワーク同士を繋ぎ合う

システムではなかったのである。 
デジタル・ネットワーク・システムを支えるパケット交換のコンセプトは、1950 年代

の後期からはじまる“核攻撃に耐えられる性能を備えた通信ネットワークの研究”から生

まれた。8 当時のアメリカの電話網はアナログ音声を前提としており、またすべて統合さ

れた単一ネットワークで送受信される統合型の方式であった。したがって、通信路の１ヵ

                                                   
4 共創の場や競争の場という考え方は、経済産業省・商務情報政策局・情報経済課の前田課長

や伊藤課長補佐のグループも筆者とほぼ同じ時期に唱えていた。 
5 インターネットが興隆する経緯およびインターネットの基本技術については、1990 年代の富

士通でこの分野の技術開発に携わった高橋秀夫氏、藤本昭雄氏、浦田悟氏にご教授いただいた。 
6 初期の SAGE システムに使われたコンピュータは真空管方式であった。 
7 本章のインターネットに関する記述は、一部をジャネット・アバテ（1999）を参考にした。

しかし多くの細部については、日本側でインターネットの技術開発に関与した人々への直接イ

ンタビューに基づいて書いたものである。ジャネット・アバテの著作は、インターネットの興

隆やシステム・アーキテクチャを全く知らない読者にとっては非常に難解だが、1970～1990

年代に至るインターネーットの興隆と発展を知る上で欠かせない名著である。 
8 パケット通信が生まれる経緯とその意義についてはジェフリー・ヤング（2001）の２章およ

びジャネット・アバテ（2002）の４章を参考にした。 



所が切断しただけでシステム全体が混乱する。9 しかしながらデジタル情報のパケット交

換による通信なら、たとえ切断しても他のどこか使用可能な通信路を探して受信者へ届け

られる。多くのパケット（モジュール）に分割して送られた情報を、受信側で組み合わせ

ながら復元すればよい。音声の場合は会話が途絶えないようにリアルタイム性がないと使

い物にならないが、デジタル・データならその必要はない。 
パケット通信というモジュール化の思想こそが、結果的にその後のデジタル・ネット

ワークの方向を全て決めたのである。それ以前の電話網はすべて連続したアナログ情報（音

声）を前提に構築された相互依存の極めて強いシステムであった。10 情報を分割して送る

パケット通信は、デジタル技術の登場で初めて可能になる技術イノベーションであり、巨

大システムをモジュールの組み合わせへ転換させて起こす社会的なイノベーションの出発

点であった。この意味でパケット通信は、ネットワーク・システムを従来の相互依存性の

強い統合型から新たなモジュラー型へ転換させる第一のステップとなったのである。 
伝統的な通信事業会社である AT&T 社にも 1960 年代にパケット通信の重要性を主張

する研究者はいたが、取り上げられなかった。埋もれたこのアイデアを掘り起こしたのが、

アメリカ国防省高等研究計画局(DARPA、略して ARPA)のコンピュータ研究部門の科学者

グループである。1970 年にハワイで行われた ARPA の公開実験で初めて使われ、その優れ

たアーキテクチャが確かめられた。これを契機にパケット交換を前提にした技術イノベー

ションが次々に起こる。パケット交換というコンセプトそのものが、データを独立したモ

ジュール（パケット、専用封筒のようなもの）に分割し、しかもそれぞれのパケットが最

も効率よく短時間に送れる回線をその都度選びながらバケツ・リレーのように転送され、

別々に送られたパケットが着信した後に元のデータを復号させるという、組み合わせ型（モ

ジュラー型）のアーキテクチャだったからである。組み合わせ型であれば、その中に色々

な新規技術を取り込みながらシステム全体を柔軟に進化させることが可能になる。あるい

は、全体システムと独立に起きる個別技術のイノベーションが、結果的に全体システムの

進化に直結する、と言い換えてもよい。 
1971~1972 年になると、パケット再送の時間間隔を通信回線の混み具合に応じて変え

れば全体の混み具合を劇的に減らせる、という数学モデルがメトカーフによって発見され

た。11 データを送り出す側で混み具合が分らないと、同じ回線へ何度も繰り返し送り直す

                                                   
9 電話網でも迂回技術が実用化されてはいるが、使う人が電話を掛け直さなければならない。 
10 初期のデジタル・ネットワークにはパケット交換だけでなく回線交換という考え方もあり、

回線交換が電話に適用された。1990 年代になるとパケット交換と回線交換を統合した ATM 方式

が通信キャリアによって推進されたが、結果的にインターネット側に軍配が上がって ATM が衰退

した。ここにもインターネットが持つオープン化、モジュール化などの破壊力を見ることができ

る。 
11 それぞれのコンピュータが同じ間隔で再送信を行うと同じ回線で衝突が繰り返され、通信効

率がするに低下する。しかしながら、衝突（混み具合）を検出して再送信の間隔を少しづつ変え

れば、衝突の確率が激減する。これがメトカーフの理論である。メトカーフは 1972 年にゼッロ

ックスのパル・アルト研究所に入り、この理論を使って Ethernet の開発に多大な貢献をした。



ので特定の通信回線へ一斉にデータが殺到する。しかしながらメトカーフの発見がこの問

題を一瞬にして解決したのである。 
パロアルト研究所が開発したネットワーク・システムだけでなく、フランスでもイギ

リスでも、パケット交換のアーキテクチャがこの発見を契機に世界中へ普及し、デジタル・

ネットワークの基本技術となった。また 1973 年ころにはインターネットの原型となる

ARPA ネットが開発されようとしており、ほぼ同じ時期の 1972 年コンピュータ国際会議で

創設された国際ネットワーキング・グループでは、ネットワークの接続に関する標準につ

いてすでに話し合いが行われている。1970 年代の中期になると、アメリカとヨーロッパの

衛星通信にもパケット方式が導入されようとしていた。 
しかしながら 1970 年代の時点では、インターネットが商用に使われ、そして爆発的に

普及すると思った人は全くいなかったという。事実、1980 年代の時点でインターネットに

接続されたコンピュータは非常に少なく、1992年の時点でさえ総数が僅か 100 万台だった。

しかし 1996 にこれが 10 倍の 1,000 万台へ、そして 2006 年に 10 億台となった。わずか 10
年で 1000 倍になったのである。国防省の ARPA システムが民間に開放されて約 20 年後の

2006 年には、インターネット関連事業の経済活動が世界で４兆ドルを超えて世界の GDP
の 10%を超えるまでになった。12  
 

１．２．２ プロトコルの機分離とオープンによるモジュラー型への転換 

ルータは、ネットワークがホスト・コンピュータから完全に切り離されることによっ

て初めて、必須のネットワーク機器になる。ここではインターネットの共通規約としての

プロトコルの機能分離とオープン化が現在の姿に定着するまでの経緯について、製品アー

キテクチャの視点から分析してみたい。 
メールなどのデータをスムーズに送ったり受け取ったりするには、ネットワークにつ

ながるコンピュータが互いに同じプロトコルで通信できるのが理想的である。これがイン

ターネットでホスト・プロトコルと呼ばれる TCP/IP である。ホスト・プロトコルの基本コ

ンセプトは 1974 年にまず TCP として考えだされ  1978 年にはこれが TCP と IP に機能分

化して TCP/IP となった。13 いずれも ARPA ネットの試験システムで考えだされたもので

あり、1980 年代から 1990 年代にかけて業界標準となった。 
 1970 年代に登場したデジタル・ネットワークがいずれもパケット通信を前提にしたもの

であったが、通信回線の接続確認などを担うプロトコル（TCP）とデータを分割してパケ

ットで送るプロトコル（IP）とが、初期の頃にまだ分離していなかった。インターネット

が進化発展する上で最初の重要な決定は、この TCP と IP の機能を完全に分離させるとい

                                                                                                                                                     
これがなければ Ethernet の大量普及は無かったと言われる。メトカーフはこれ以外にも“ネッ

トワークの価値はインターネットの接続ノード数の二乗に比例する”という、今日でいうネット

ワーク外部性と類似の法則も発見している 
12 これらのデータはジャック・アタリ（2008）の第Ⅱ章による。 
13 TCP: Transmission Control Protocol, IP:Internet Protocol 



う、プロトコル・アーキテクチャの設計にあったのである。14  
もし TCP の機能が分離しない状態だったら、ネットワークの中のルータがそのつど接

続の状況や混み具合をホスト・コンピュータ側から教えてもらいながらパケットを転送す

ることになるので、コンピュータに過大な付加がかかる。この負担を軽減するには、事前

に通信回線を固定し、事前に確保しておかなければならない。しかしこれでは、ネットワ

ークの切断あるいは新規の接続に柔軟な対応ができない。TCP と IP の機能を分離させれば

この問題が解決する。パケット通信がネットワークをモジュラー型へ転換させる第一のス

テップだったとすれば、TCP と IP の分離は、インターネットを完全モジュラー型へ転換さ

せる第二のステップと位置付られるであろう。 
現在のインターネットは、ネットワーク内部で通信回線の混み具合や他のルータのデ

ータ処理の混むみ具合（待ち行列）などに関する情報（現在でいう制御パケット）につい

て、世界中に点在する無数のルータが常に交換し合わなければならない。それにはメール

の送受信と全く独立に、すなわちコンピュータ側の事情と関係無く、いつでも状況を交換

し合える専用のプロトコルが必要である。これがルータ間で制御パケットを受送信させる

規約としてのルーティング・プロトコルである。当然のことながらルーティング・プロト

コルは、ホスト・プロトコルとしての TCP/IP と独立して動く。ルーティング・プロトコル

の独立性によって独自進化が可能になり、この独自進化がインターネットワークの柔軟性

や多種多様なサービスを可能にしたという意味で、ルーティング・プロトコルの独立性は

インターネットが完全モジュラー化へ向かう第三のステップに位置付けられるであろう。

このプロトコル・アーキテクチャ設計もまた、インターネットが飛躍的な発展を遂げる上

で重要な役割を果たした。 
ルーティング・プロトコルの原型は、1970 年代に登場した Routing Information 

Protocol(RIP)だと言われる。初期のころは接続されるコンピュータの数が限定されたネッ

トワークで使われたが、その後 1991 年に World Wide Web (WWW) がサービス可能になる

時点から、世界中に点在するネットワークの状況を互いに把握しあう制御パケットのルー

ティング・プロトコルとして、その役割が一段と増した。 
 

                                                   
14 ジャネット・アバテ(1999)によれば、TCP/IP は 1970 年代後半から 1980 年代にかけて世界中

の通信事業者が強く提案した X.25 プロトコルと世界的な大論争へ発展し、その優劣に関する

議論が 1990 年ころまで続いたという。しかしながら 1980~1990 年代にこの分野の技術開発に

携わった日本の人々によれば、1980 年代の後半ですでに決着がついていたという。X.25 が非

常に複雑な中央集権的プロトコルだったので通信回線の高速化に追従できず、また低コスト

LSI 化が困難だったためである。X.25 で劣勢に立った伝統的な通信事業者は、これにかわって

1990 年代から ATM を普及させようとしたものの、そのプロトコルも複雑であり、また当時の

通信回線スピードでは ATM の特徴を発揮させることもできなかった。また高い信頼性の通信経

路を前提とした高価なシステムだったので、結局ＩＰプロトコルの普及を阻止することができ

なかった。なお X.25 はネットワークの内部のプロトコルを規定していないという意味で機能

分離していなかった。X.25 を強く推進した世界中の通信事業者が、ネットワークの中でそれ

ぞれ独自のサービスを考えていたからである。 



１．２．３  ルーターの登場によるモジュラー型への転換 

1970 年代から 1980 年のコンピュータはメインフレームやミニコンが主体であり、そ

れぞれがオペレーティング・システムもアプリケーション・ソフトウエアも異なっていた。

互換性の無いコンピュータを使ったネットワークでは互いに交信できなかったので、たと

えば IBM など大規模企業が提供する独自システムの利用者か、あるいは UNIX など同じオ

ペレーティング・システムを使ったコンピュータで、大学のごく限られた研究者がメール

の送受信に活用していたにすぎない。また商用システムでは、初期の Local Area Network
（Ethernet など）のように、特定領域で互換性のあるコンピュータを使い、その領域だけ

に通用するプロトコルを使って混乱を避けようとした。 
これらの課題をすべて解決したのが、ネットワークの中だけでパケットの交通整理を

するルータである。ルータの中には、回線に障害があるか否か、途中でいくつの中継ノー

ドを経るか、および通信回線の帯域などから判断できる最短の通信経路を常に自動的に更

新したり保持したりするルーティング・テーブルというデータ・ベースがある。パケット

が来るとルータがパケットの行き先のアドレスを読み、ルーティング・テーブルにある通

信経路やルータの状況を瞬時に判断しながら最適な通信経路を探し出す機能持っている。

たとえパケットを送りだす側のコンピュータ・ネットワークが使う通信プロトコルと、受

け取る側のコンピュータ・ネットワークが使うプロトコルとが異なっていても、送信側の

パケットを受信側のネットワークへ自由自在に送りだすことができる。 
すなわちルータは、相異なるオペレーティング・システムやアプリケーションであっ

ても、そして例え全く異なるプロトコルのネットワークであっても、自由自在に対応でき

るブリッジの役割を基本思想として持っていたのである。15 この意味でホスト・コンピュ

ータ側と完全に独立して機能するルータの登場は、インターネットが完全モジュラー化へ

向かう第四のステップに位置付けられるであろう。 
これを製品アーキテクチャの視点で整理すれば、ルータはパソコンの Bus Bridge や

NorthBridge/SouthBridge と同じように、16 互いに全く異なる設計思想、あるいは全く異

なる技術体系を同じシステムの中で共存させ、あるいは結合させる役割を持つ。共存・結

合される側や共存・結合する側の内部状況に拘束されず、たがいに独自のイノベーション

を起こせる環境がここから生まれた。もしこのブリッジ領域がブラック・ボックス化され

ていれば、トータル・システムの付加価値がブリッジ機能そのものに集中カプセルされる。

あるいは、ブリッジ機能・共存機能の技術進化を独占した企業に市場の支配力が集中する。

17 パソコン産業でこの付加価値を内部に取り込んだインテルが、インタフェースを介しな

                                                   
15 ルータがプロトコル変換の機能を持っていたのではなく、複数プロトコルが同じネットワ 

ーク・インフラで動作可能になっていた。ルータが異なるプロトコルに対応できていたのであ

る。 
16 小川(2009)の２.参照 
17 シスコのルータの場合は、これが Internetworking OS(IOS)であった。詳細は別稿に譲るが、

地球温暖化防止の重要な省エネ技術である Smart Grid でもこの考え方が成立する。 



がらオープン環境を支配する仕組みを作りあげた。後の章で詳しく紹介するように、シス

コシステムズはルータを介して同じ支配の仕組みをインターネットのオープン環境で完成

させた。 
 

１．３ モジュラー化がもたらすシステムの柔軟性 

現在のインターネットのシステム構造を、プロトコルやルーターの視点から図１で模

式的に示す。我々が毎日のように使うメールのやり取りを事例に、インターネット・シス

テムの柔軟性をモジュラー化の視点から考えてみたい。 
Ａ氏が XXX 社で働いているＢ氏の bcabca@jp.xxx.com へ、サービス・プロバイダー

(NIFTY など)を経由してメールを送る場面を想定したい。まずサービス・プロバイダーの

DNS(Domain Name System)サーバは、Ａ氏のパソコンから依頼を受けると世界中のドメ

イン情報を管理する巨大なＤＮＡサーバからＢ氏のメールのドメーン（jp.xxx.com）がある

場所を教えてもらってＡ氏のパソコンへ伝える。Ｂ氏のドメインを知ったパソコンは、ま

ず TCP セグメントと名付けられたモジュールへメールのデータを分割する。次に、受信側

にバラバラに届いても順番がわかる様に番号を付ける。18 そしてメールの名称と順番など

を受信側に送って接続性を確かめ、一つ一つの TCP セグメントを IP アドレスのついたパ

ケット（専用封筒に相当）に入れて送り出す。 

図1 プロトコルから見たインターネットのシステム構造

Ａ氏の
ＰＣ

Ｂ氏の
ＰＣ

ＸＸＸ社の
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プロバイダ

のDNSサーバ

世界中のドメイン情報を管理
するＤＮＳサーバ

Ｒ１ Ｒ２ Ｒｎ・・・・・・・・・・・

ホスト・プロトコルの環境

ルーティング・プロトコルの環境

（ＩＰＧ，ＩＧＲＰ，ＯＳＰＦなど、制御パケット用）

（ＴＣＰ／ＩＰなど、通信回線の確定やパケットの送受信用）

AS（ＸＸＸ社）

DNS:Domain Name System
AS:Autonomous System  

                                                   
18 送るデータを分割し、ネットワークの中にある多数の伝送路の込み具合や距離などの最適化

をしながら送受信する仕組みがパケット通信である。これがインターネットの柔軟性を支える

上で大きな役割をはたしている。 



 
一方、受信側では、それぞれ異なる伝送路を経て到着した IP パケットから、順序や途

中でデータの抜けがあったか否かの確認をし、抜けがあれば再送させる。正しく送られて

いれば専用封筒である IP パケットから TPC セグメントを取り出し、送信側で分割した順

序を知って元通りに並び替え、メールに復元する。この一連のプロセスが、TCP プロトコ

ルの取り決めで動くプログラムによって処理される。  
TCP/IP の IP パケットそれ自身は専用封筒であって、送り出したデータを順番に届ける

機能も、そしてデータに抜けが無いか否かを確認する機能も無い。そこで、インターネッ

ト網の両端にあるＡ氏とＢ氏のパソコン間で論理的な通信路の接続／切断、到着したデー

タの順序の確認、そして途中でデータの抜けがあった場合の再送手順などについては、す

べて TCP の機能として持たせる。TCP の規約をホスト・コンピュータ間の通信だけに専念

させ、これによって信頼性の高い通信環境を築いている、と言い換えてもよい。 
一方、ルータ間だけで使われるルーティング・プロトコルは、ネットワークの中のル

ータ・アドレスやそこにつながるルータの数と通信経路の帯域（情報の通り易さや通信の

混み具合）などの情報（制御パケット）をやり取りする規約である。ルータ側は制御パケ

ットを互いに何度も送り合いながら一つ一つのパケットが最も効率よく短時間で受信者側

へ届けるための通信経路を確定する（ルーティングの完了）。確定されたと同時に、送信側

のコンピュータが TCP/IP プロトコルによってパケットを送り出す。このようにルーティン

グ・プロトコルはネットワークの内部だけを担っていて、ホスト・コンピュータ側のやり

取りには一切関与しない。 
迂回通信路を含む複雑なネットワークでは、どの通信路を使うか、あるいはその通信

回線が故障で使えないとか、あるいはどのルータの待ち行列が長くてパケットが通過でき

ないなどの情報がなければ、インターネットが本質的に持つことを期待されている柔軟性

を実現できない。この意味で、ネットワーク内のルータ間で制御パケットのやり取りだけ

に専念するルーティング・プロトコルの役割が、ネットワークの接続性や柔軟性を確保す

る上で極めて重要な役割を担う。もしネットワーク内部の情報を全てホスト・コンピュー

タ側で常に把握する方式になっていたのなら、世界中のネットワークの接続情報を常時把

握し合う仕組み作りが不可能だったはずであって、インターネットが World Wide Web と

して進化することはできなかったであろう。 
 

１．４ インターネットの急速な普及を支えた個人参加のオープン標準化 

ルータは、世界中のネットワーク内で起きるあらゆる状態の急変に対応しながら、必

ず接続性を確保しなければならない。このような柔軟性は、ホスト・コンピュータ側では

なく、現場に近くに網の目のように張り巡らされたルータ側が瞬時に状況を把握しながら

教え合うことでなければ困難である。19 柔軟性を持たせるには、巨大システムの機能分離

                                                   
19 インターネットの DNA として組み込まれた ARPA ネットの基本思想は、どんな非常時であって



を徹底させ、ネットワーク内のアーキテクチャやプロトコルをすべてオープンにしなけれ

ばならない。 
インターネットの推進者は、オープン化の手段として彼らが個人の資格で参加する小さ

なコミュニティーの中で技術を全て公開し合い、それを活用し合い、実質的なデファクト

標準を完全オープン環境で作りあげていった。これがなければ先進的ユーザと最先端の技

術を結集させることはできなかったであろう。  
1970 年代の ARPA ネットの時代から 1980 年代にインターネット技術に関わった人々

によれば、伝統的な通信事業会社などの公的機関や IBM などの巨大企業に独占されないよ

うに、完全オープンな Request For Comment(RFC)という仕組みを作り、企業や研究機関・

大学という組織ではなく、常に個人の資格で技術提案をし合いながらインターネットの進

むべき方向とその実施技術を結集していったという。標準化が提案されれば必ず RFC を介

して意見を交換し合い、その結果をインターネットの技術規格にしていった。一種のボラ

ンティア団体なので、RＦC のやり取りをして合意された規格を法的に強制することはでき

ない。しかし、インターネットがこれまで提供してきた数々のサービスに IETF が多大な貢

献をしてきたのは厳然たる事実である。 
インターネット関連で IETF(Internet Engineering Task Force)という標準化団体が大

きな影響力を持っているが、この IETF は現在でも参加資格が企業や研究機関ではなく個人

である。そしてやはりオープン環境で RFC を交換しながら標準を決めている。さらにここ

で決められた標準も決しては強制ではなく、あくまでも提案に留まっている。彼らは、現

在でも企業の立場にとらわれず、純粋に技術的・非営利的な視点から様々な機能をオープ

ン標準として提案している。20 企業名ではなく個人として標準化へ参加させる仕組みは、

世界中に点在する超一流の人材を無制限に使えるという構造になっている。この意味で国

際標準化が生み出すオープン・イノベーションの原点と位置付けられるのではないか。 
以上のように、IETF などが推進するインターネット環境の標準化は、だれでも参加で

きる完全オープンなビジネス・プラットフォームを提供し、しかもこのプラットフォーム

を誰にも独占させず完全オープン環境で進化・発展させることを最大の目的にしている。

したがってこれを標準化ビジネスモデルの枠組みでいえば、図２で示すように RFC を介し

た標準化プロセスそのものが完全競争のビジネス環境に直結していることになる。 
経済学でいう完全競争の場を、オープン標準化という協業によって人為的に創り出す

（共創する）というということは、裏を返せば誰もが参加できるという意味で差別化が困

                                                                                                                                                     
も柔軟に対応して通信回線を接続するという軍事環境の特殊事情があった。一方、伝統的な通

信事業会社の考えは、通信路が完全で高い品質を持いることが前提になっていた。初期のネッ

トワークが、そしてシスコのルータが品質問題で批判された背景がここにもあったのである。

なお品質が保証された通信路が前提になっていれば高度なルータ機能を必要とせず、単純なス

イッチング機能で十分だった。 
20 実際はこれらの先進的な技術者やユーザはシスコやジュニパーのような企業が提供する情報

や最先端ルータの影響を受けていたのも事実である。 



難となる。したがってこのプラットフォームそれ自身から誰も利益を上げることはできな

い。21 しかしながら誰もが差別化できないプラットフォームの登場によって、人々が互い

に得意技を持ち寄いながら新たなビジネスを共創し合う場が生まれ（インターネットの場

合は２０年で４兆億ドルの経済活動）、そして同じ土俵で競争し合う場が生まれた。これは

厳然たる事実である。営利企業でなく個人参加のオープン標準化がデジタル・ネットワー

ク環境それ自身をインターネットという共創の場へ転換させた。一方、シスコは、オープ

ンな共創の場に生まれた新たな競争の場ではじめてビジネス・チャンスを掴み、完全オー

プン環境の中の独占体制を築き上げたのである。 
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２．シスコ・システムズ社の標準化ビジネスモデル 22  
２．１ 興隆と発展 

国防省の資金に支えられた ARPA ネットシステムは、1970 年代の後半からアメリカの

主要な大学に導入された。元大学院生のサンドラ・ラーナーは、1970 年代末にスタンフォ

ード大学ビジネス・スクールでネットワーク・システム管理者であった。同じスタンフォ

                                                   
21 標準化を論じる人々は、誰もが利益をとれない完全競争領域（図２の右下）を非競争領域と

定義している。オープン環境で標準化されるレイヤーが非競争領域となる。これはコースが架

空の市場として仮定した“取引コストがほぼゼロに近い”ビジネス・ドメインでもある（コー

ス(1992)。 
22この章で分析したシスコの事例は、小川(2009b)の一部を取り込みながらインターネットの世

界で位置付けたものである。シスコシステムズ社が興隆する姿については、1990 年代にシス

コシステムズ社と深いビジネス交流のあった富士通の高橋秀夫氏、および藤本昭雄氏から多く

のことをお教えいただいた。 



ード大学のコンピュータ科学部でシステムの管理責任者だったのが、レオナルド･ボサック

である。この二人が後の 1984 年にシスコシステムズ社（Cisco Systems）を立ち上げるこ

とになる。 
ボナサックは、スタンフォード大学に点在する色々な学部の間、および他の大学との間

で、電子メールとデータ・ファイルを自由に交換できるようにしたかった。しかしながら

当時の ARPA ネットシステムでは、他の大学のコンピュータに接続する場合に高価な専用

コンピュータを経由しなければならず、しかもコンピュータのオペレーテーング・システ

ムやデータ・フォーマットが全く異なるコンピュータの間では、ファイルの自由交換が困

難であった。そこでボナザックとラーナーはマルチプロトコル・ルータというコンセプト

を考え出した。 
このルーターは、特殊なマイクロプトコル・ロセッサーで２つ以上のネットワークの

間を取り持つ役割を持っていた。たとえプロトコルが全く異なるネットワークの間であっ

ても、データの解読・変換・転送を効率よく運用管理し、そして送り込むことで互いに電

子メールやデータ・ファイルの交換ができるようになっていたのである。また特殊なケー

ブルではなく、普通のテレビに使う同軸ケーブルでネットワークへつなげるようになって

いた。 
彼らが考え出したマルチプロトコル・ルータによって、特に高価なシステムを買わな

くても学部間や大学間の電子メールやデータ・ファイルのやり取りを簡単にやれるように

なったので、大学キャンパスに点在するコンピュータ・ネットワークを一つにまとめる需

要が至るところで出てきた。これを受けて 1984 年に創設されたのが、ボナザックとラーナ

ー夫婦によるシスコシステムズ社である。23  
しかしそれより４年も前に、ゼロックスのパルアルト研究所で Ethernet の原型開発に

従事したメトカーフがスリーコム社(3COM)を設立している。24 1981 にワーク・ステーショ

ン向けの Ethernet 製品を発表し、また 1982 年にはパソコン向けも製品ライナップに加えて

いた。初代の IBM PC が世に出てわずか１年後のことである。パソコンとインターネット

の結びつきによる新たな成長の兆しが微かに見えていたと考えられる。1982 年に SBIR
法；Small Business Innovation Research Program が法制化されていたこともあり、ボナ

ザックとラーナーの２人が1984年に大学からスピンオッフしてベンチャー企業を立ち上げ

たのは当然の成り行きだったであろう。 
シスコが最初の製品を出荷したのは 1986 年だが、さまざまな通信プロトコルを持つコ

ンピュータ・ネットワークに対応するため、彼らはマルチプロトコル・ルータの OS へ新

たな機能を次々に追加した。これが後のインターネットワーキングＯＳ（Internetworking 
                                                   
23 以下はすべてシスコと略称する。 
24 メトカーフは 1972 年にゼロックスのパルアルト研究所に就職して Ethernet の開発商品化で

多大な貢献をしたが、3COM 社はゼロックスで出願した特許と別の技術で Ethernet システムを

商品化した。 3COM の Ethernet はシスコが覇権を握る 1990 年代の後半まで、世界中のオフ

ィスで圧倒的な支持を受けた。 



Operating System：IOS)へと進化していく。その後 1987 年になると、アメリカ国防省が

ARPA ネットシステムを民間に開放したのでシスコは驚くほどの躍進を遂げ、会社創設５

年後の 1989 年に上場をはたした。1989 年の時点で売り上げが 2,800 万ドルしかないのに

時価総額が２億 2,000 万ドルとなった。売り上げが 85 億ドルになった 1998 年には、マイ

クロソフトの 11 年より遥かに速い 8 年という史上最速で、時価総額 1,000 億ドルを達成し

ている。 
上場した 18 年後の 2007 年に見るシスコの市場シェアを図２に示す。インターネット

基幹システムを支えるルーターや LAN スイッチ市場におけるシスコのシェアが世界の 60
～70%にもおよび、インターネットというオープン環境で強力な独占体制を築いている。

1980 年代に圧倒的な技術力を誇って世界市場を席巻した日本企業は、現在でも部品レベル

では高い技術力持っているものの、システムとしてのルータやスイッチの世界シェアは全

社の合計で 2.3%に過ぎない。約 1,000 億円の規模を持つ日本国内のルータ市場ですらシス

コが 45%のシェアを持ち,1,700 億円の LAN スイッチ市場でも 55%のシェアを誇る。一方、

日本企業の合計シェアは 30%以下であって、日本市場でさえシスコ１社に勝てない。 
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図3  インターネットRouterとLAN-Switchの市場シェア

 

 
２．２ シスコの躍進を支えた技術力と統合化の組織能力 

シスコ成長の秘密は、後に述べるような完全オープン環境で構築したブラック・ボッ

クス技術としてのインターネットワーキングＯＳ（IOS）、およびこれを支えたルーティン

グ・プロトコルの技術革新を常にリードした、という技術的イノベーションにあるのは論



をまたない。しかしながら同時に、インターネット機器（ハードウエア）へ ISO を移植す

る場合に見せた優れた組織能力を持っていたことが、急成長を支えるもう一つの要因だっ

たのである。 
これまで多くの事例研究でシスコが取り上げられ、シスコの成長が果敢な M&A による

ものであることが繰り返し伝えられている。25 確かにシスコは、ハードウエア LAN スイ

ッチなど、シスコのルータ・ビジネスを脅かす可能性のある技術を数多く買収していった。

しかしながら、特にネットワーク外部性の活用が極めて重要なルータのビジネスでは、単

なる M&A の繰り返しで多くのインターネット機器を抱え込んでも価値を生み出きない。む

しろ統一性を欠いてネットワーク外部性の効果を激減させる。 
1980 年代から 1990 年代中期までのルータは、ミニコンピュータそのものであってル

ーティングの機能をソフトウエアが全て担っていた。しかしながら 1990 年代の後期から

SystemLSI の飛躍的な進化によって、半導体チップという高速ハードウエアがまず LAN
スイッチに適用され、高速通信回線の市場で急速に市場を拡大する。これを担ったのがシ

スコの最大のライバルとして 1996 年に誕生したジュニパー社である。もしシスコがクレッ

ジェント社など、ハードウエア LAN スイッチの専業企業を買収していなかったなら、2000
年の初期までジェニパー社に追い越されていたであろう。シスコが固執したソフトウエア

方式では、伝送路の高速化に対応できなかったからである。26  
  ここで我々が注目すべき点は、これまで言われ続けたシスコのＭ＆Ａそのものではな

い。買収した数多くのネットワーク機器に IOS を短期間で移植し、シスコのルータと全く

同じ操作性でユーザが機器を操作できるようにした統合化の技術力にこそ、我々はシスコ

の本当の力を見ることができる。同じ操作性を持たない、少なくともこれを操作する技術

者の視点から見た広い意味でのネットワーク外部性の効果が生まれないからである。 
一般に異なる設計思想で開発された機器は、ハードウエアの細部が全く異なる。した

がってシスコが買収した機器のハードウエアもシスコのそれと全く異なる。たとえ IOS が

汎用性のある高級言語（例えばＣ言語）で開発されていたとしても、実際の機器で使うに

は高級言語をマシン語に変換してからハードウエアを直接動かさなければならない。しか

しながら、M&A によって手に入れた多種多様な機器のハードウエアをシスコの IOS の操

作性で動かすには、新たな機器のハードウエアを動かすマシン語と IOS 側のそれとの整合

性を取らなければならない。これは IOS を最初から作り直すことに等しく、異なる設計思

                                                   
25 例えばニコルス・テンベスト、クリスチャン・キャスパー(2007)。 
26 初期のルータはミニコンピュータそのものであった。ミニコンのソフトでルータ機能を提供

していたのである。なおシスコが M&A の対象にしたのは、インターネット関連機器のビジネス

ドメインでシスコがトップシェア持てない企業であった。M&A によってトップシェアの領域を

拡大したのである。すでに市場でブランドを築いたシスコの株価が急上昇したので、買収はす

べて株式交換によって行われた。株価が急上昇するので、シスコに買収されることを誇りに思

う企業がたくさんいたのもシスコの M&A を容易にさせた。ハードウエア LAN スイッチはシスコ

がどうしても参入できなかった領域なので、クレッジェント社などを M&A で一気に買収してい

る。 



想のハードウエアを多数買収して操作性を全て同じにすることは不可能に近い。21 世紀の

現在でさえ対応できる企業は非常に少ないが、1990 年代の初期から中期という、ソフトウ

エアのプログラミング技術がまだ進化の途上だった 15 年も前に、シスコがこれをやっての

けた。深いノウハウを秘めた中間ソフトウエア言語を独自に持つことは勿論だが、それ以

上にハードウエアの細部設計とソフトウエアの双方に深い知識とノウハウを持つ多数の人

材なくして不可能だったはずである。 
シスコは M&A で入手した１～２年後には IOS を完全に移植し、従来のシスコ製品と

全く同じ操作性を持つ機器として市場に出すことができた。当然のことながら、既存のシ

スコ製品との接続性が完全に保証されたものになっている。操作性の維持によってインタ

ーネッ市場のネットワーク外部性が相乗効果を発揮し、シスコの独占体制を創り上げる上

で多大な貢献をした。IOS の移植を極めて短い期間で可能にする技術統合化の組織能力を

シスコが持っていたからこそ、あれだけ多数のＭ＆Ａを成功に導いたのである。IOS が基

本的に持つ圧倒的な移植性の高さは。すでにボナザックとラーナーがマルチプロトコル・

ルータというコンセプトを考え出して接続性を誇った時点から、シスコの技術 DNA として

定着していたのではないか。 
 
２．３ オープン標準化の中で構築する独占体制 

接続性・柔軟性という基本機能だけでなく、その後次々と生み出されるインターネッ

ト・サービスを進化・発展させる上で、ルーティング・プロトコルの独自進化が大きな役

割を担った。ホスト・コンピュータ側とネットワーク内部の相互依存性を完全に排除する

ことで可能になった独自の技術進化が、インターネットのサービス機能を爆発的に進化・

発展される原動力になったのである。 
現在のインターネット・システムの中のシスコの位置取りを図１で確認したい。図１

のそれぞれのルータ間のプロトコルは、1990 年代になって飛躍的に進化した。27 シスコの

デファクト・スタンダードとしての IGRP(Interia Gateway Routing Protocol)は、すでに

1980 年代にその原型が生まれている。おそらく ARPA ネットで開発された RIP(Routing 
Information Protocol)をベースにしたものであろう。その後のシスコは、ネットワークに繋

がる LAN や WAN の急増を先読みし、さらにはインターネットが提供するサービスの拡張

を先読みしながら、これをサポートするため IGRP を、常に先手を打って進化させた。 
現在では IGRP 以外にも、IETF によって標準化された OSPF（Open Shortest Pass 

First）など、多種多様なルーティング・プロトコルが共存しているが、ルータ市場で 70%
以上という圧倒的なシェアを持つシスコの IGRP が、インターネットの接続性を保証する

                                                   
27 図１に示すホスト・プロトコル（TCP/IP）はこれまでほとんど変わって無い。これがインタ

ーネット環境の互換性維持に大きく貢献している。互換性維持を担うホスト・プロトコルと常

に進化して新しい機能・サービスを提供するルーティング・プロトコルが共存しているのであ

る。 



上で極めて大きな影響力を持つ。28 IGRP は常に将来のサービス機能を先取りしたデファ

クト規格であって、これをベースに進化する IOS が先進的なユーザを引き寄せながらルー

タ市場の将来方向をリードすることができたからである。 
IOS は誰にでも使わせるオープンな土俵としての IGRP の上に構築されたブラック・

ボックスである。シスコのオープンなデファクト・スタンダードとしての IGRP の方が、

IETF で標準化された OSPF には無い先進的な最新機能に対応できていて、それがシスコの

IOS によって具体化されているなら、多くの先進的ユーザがシスコの IOS とシスコのルー

タを選ぶ。シスコは、この効果を最大限に利用し、先進的なユーザをオピニオン・リーダ

ーとして活用した。インターネット・サービスの将来方向に関する世界の技術世論を、シ

スコの方向へ一体化させたのである。 
ルーティング・プロトコルで転送される制御パケットには、世界中のインターネット

に点在する全てのルータのアドレス、さらにそれぞれのルータにつながるノードの数、そ

してここにつながる通信経路の帯域と通信の混み具合などが全て含まれる。これらはトポ

ロジー情報ともいわれ、専用の封筒（制御パケット）に入れて転送される。実際のインタ

ーネットは、内部に多数のルータを持つ Autonomous System(AS)と呼ばれる単位を接続し

た構造を取り、29 AS 間およびＡＳ内でルータ・トポロジー情報を順々に転送し合い、最も

効率よく短時間で送信者のデータを受信者側へ届けるための通信経路を確定しなければな

らない。これがルータの基本機能である。 
その後、ルータにはいろいろな機能が期待されるようになった。たとえば、ルータが

適用される場面、接続される様々な回線に関する情報、そして流れる情報量や種類を効率

よくさばくために多種多様な機能が必要となる。さらには、ネットワークの規模の拡大に

対する対応やネットワーク内部で起きる状態変化（異常状態）に対する対応時間を大幅に

短縮させるノウハウなどが、その代表的な事例である。この意味で必然的に、ネットワー

ク内部の多くのノウハウが全てルータ側へ蓄積される。その後も多くの機能が次々に追加

されており、最近ではそれぞれのノード（ルータ）につながるサーバの負荷を分散する機

能さえ付与された。 
ルーティング・プロトコルの進化は、セキュリティーを強化する仕組みを入れて電子

取引などの新たなサービスをこの世に生み出した。また音声や映像などの高度なリアルタ

イム性が必須のデータについても、ルータ中の処理が混みあっていても優先して処理する

機能を付与したり、あるいは全く異なる経路を通ってきてリアルタイム性を失った数多く

のランダムなパケットを、受信側のルータが優先的に処理してリアルタイムの音声や映像

                                                   
28 AS（Autonomous System）とは同じルーティング・ポリシーの下で動作するルータの集合体を

いう。 
29 事実、1970 年代の後半に多くの国の通信業者が共同で X.25 というホスト・コンピュータ間

のプロトコルを国際規格にしたが、ネットワーク内部のプロトコルは何も決めなかった。それ

ぞれの国が独自プロトコルで通信路を支配し、課金によって従来型のビジネスを推進したい意

図があったためと言われている。 



へ復元する機能もルーティング・プロトコルの進化によって可能になった。それまで不可

能とされたサービスが次々に生まれたのである。30  
したがってシスコは、インターネットが提供するサービスを常に先取りし、これを具

体化するためのルーテング・プロトコル（IGRP）の進化を常に先取りし、これを反映させ

た IOS をハードウエアのルータとともに一体提供してきた。ここで再度繰り返すが、1980
～1981 年ころに明確になったホスト・コンピュータ相互のプロトコル（TCP/IP）およびネ

ットワーク内部のルータ間だけに閉じたプロトコルの完全分離が、ルータ側の技術の独自

進化を可能にしたのである。 
最近では、インターネットが持つ優れた柔軟性を一段と活用した新規のサービスを具体

化する動きが活発になってきた。たとえばこれまでＩＰアドレスが４バイトで構成されて

いたので約４０億個のアドレスに区分できた。しかし人類６０億人が全員インターネトを

使えばとても足りない。またＩＣタグとそのセンサーなどにもＩＰアドレスを付ければそ

の数が無限に広がる。そこで 2002 年から１６バイトに拡張されたＩＰアドレスが実装され

ている。ルーテング・プロトコルとルータは、この途方もない数のルーテングと未知なる

サービスに対応できることが期待されており、その役割がますます重要になってきた。 
欧州連合（ＥＵ）全体で推進する産学官プロジェクトである Framework Program-7

で現在３３の European Technology Platform が活動しているが、電子・情報分野で 2006
年７月に発足した European Technology Platform on Smart System Integration (EPoSS)
では、身近にあるすべての物体にセンサーやメモリー、無線ネットワークなどのを組み込

み、周りの状況を感知・認識・判断しながら自立的に情報のやりとりやアクションを起こ

す機能の RFID、および周辺環境をＩＴ技術でインテリジェント化する  Ambient 
Intelligence システムの開発が大規模に行われている。ここでも柔軟な接続性と拡張性を持

つルータの機能が必須だが、現状の４バイト構成のＩＰアドレス用ルータでは対応できな

い。 
今後のルータは、ここから大きく変貌していくであろう。そしてこれを支えるルーテ

ィング・プロトコルも自ら進化していくはずである。このような途方もない数を対象にし

たルーテング機能拡大は、従来型と新規ルーターとの新たな機能分離、すなわち更なるモ

ジュール化の進展なくして不可能である。これまで標準化やモジュール化は技術の進化や

柔軟性に欠けるシステムを作るという意見も散見されたが、パソコンでも携帯電話でも、

そしてインターネットであっても、標準化やモジュラー化によってすざましいまでの技術

イノベーションが進み、柔軟性や拡張性も同時に実現するという事実を、我々に教えてく

れた。 
 

                                                   
30その背後に通信経路の伝送スピード（バンド幅）が飛躍的に向上したことを忘れてはならない。   

1990 年代には大部分が毎秒 64～150 メガ・ビットであったが、2000 年にはその 10 倍の毎秒 1

ギガ・ビットを超えるものも出現し、現在では更に 10 倍以上の 10 ギガ・ビットさえ使われる

ようになった。 



２．４ シスコシステムズの標準化ビジネスモデル 

1970 年代から 1980 年代に起きたコンピュータ側とネットワーク側の機能分離は、ネ

ットワークに強力なビジネス基盤を持つ伝統的な通信業者にとって、新たな市場支配のチ

ャンス到来に見えた。31 しかしながらインターネットの推進者たちは、ネットワーク内部

のプロトコルをオープン標準化で統一し、このオープン・プロトコルを個人が自由に参加

して進化させる仕組みを作った。インタ－ネットの推進グループは、技術の進化を伝統的

な郵便電信電話公社に独占させない仕組みを完全オープン標準化によって構築したのであ

る。そしてインターネット側に課金する機能さえも付けていなかった。従来型の課金によ

って巨額の利益を上げようとした伝統的な通信事業会社の目論見は、ここから崩壊する。 
1970～1980 年代にインターネットの出現を担った先鋭的な技術者群は、たしかに特定

の大規模企業や伝統的な通信事業会社による支配を防ぎ、誰もが参加できる共創の場を構

築した。このような伝統的な制度や大きな政府に対する反抗姿勢は 1970～1980 年代の欧米

に共通する現象であり、その背後にハイエクやミルトン・フリードマンの経済思想があっ

たのだろうか。32  
本稿で取り上げたルータは、専用回線ではなく、また既に接続されている伝送路を使

うという方式でもなく、その都度最適な伝送路を探しながら情報を伝達する。完全な接続

性とこの高度な柔軟性を必要とするインターネット環境だからこそルータが必須のデバイ

スになり、インターネット環境のネットワーク内のルーティング情報がルータ側へ集中カ

プセルされるに至った。 
そしてシスコは、当時のマイクロソフトと同じく IOS を完全ブラック・ボックス化し、

その上でさらに IOS の技術革新をシスコが独占的に進めていった。また例え技術革新が進

んでも、ユーザ側から見た操作性だけは決して変えることがなかった。ユーザ側が苦労し

て学んだ操作性が常に同じであれば、これがネットワーク外部性となって、ユーザは次の

機種もシスコの製品を購入することになる。シスコが提供するルータや LAN スイッチおよ

びその関連機器を動かす基本ソフトとしての IOS こそが、操作性というユーザ・インタフ

ェースを維持拡大するブラック・ボックス技術であり、そして世界中に点在する膨大な数

のルーターとの接続性を保証するブラック・ボックス技術であった。このブラック・ボッ

クス化と技術進化の独占が、完全なオープン環境のインターネット・システムにおける市

場支配力を支えたのである。33  
このようなシスコの姿を標準化ビジネスモデルという視点で表現すれば、図４となる

                                                   
31 事実、1970 年代の後半に多くの国の通信業者が共同で X.25 というホスト・コンピュータ間

のプロトコルを国際規格にしたが、ネットワーク内部のプロトコルは何も決めなかった。それ

ぞれの国が独自プロトコルで通信路を支配し、課金によって従来型のビジネスを推進したい意

図があったためと言われている。 
32 1960~1970 年代のベトナム反戦運動を支えた思想が背景にあったという人もいる。 
33 シスコは自社の機器を使う技術者に対して認定制度も設けた。シスコの機器の操作性をマス

ターして認定された人は、ネットワークの関連企業に高給でスカウトされたという。 



であろう。インターネットは完全オープンな共創の場であり、競争の場でもあった。そし

てネットワークの中のルーティング・プロトコルもオープンな共創の場であったが、ここ

で IOS は共創の場における熾烈な競争によって圧倒的な市場支配力を持つにいたった。こ

の IOS を完全ブラック・ボックス化して独占したシスコが、インターネット・ルータ市場

を独占したのである。 
オープン化という完全競争の環境は確かに大量普及を加速させる。しかしながら皮肉

にも、大量普及のフェーズになるとシスコシステムズがネットワーク内部の市場を独占す

るという、1970 年代以上の極端な不完全競争が生まれたのも事実であった。これはパソコ

ンでも携帯電話でも、また DVD でも同じように観察される現象である。 
インターネットというシステムの技術体系が標準化によってオープン化され、ここか

らシスコが飛躍のチャンスを掴んだという意味で、その背後に潜む時代思想はパソコン互

換機メーカや基幹部品メーカのそれと全く同じであった。インテルやマイクロソフトも、

シスコシステムと同じように 1980 年代に飛躍のチャンスを掴んでいる。そしてこれらの企

業は、いずれも図４の構造をもった標準ビジネスモデルで表現される勝ちパターンであっ

た。 
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経済学でいう完全競争を、標準化という協業によって人為的に創り出すということは、

裏を返せば誰もが参加できるという意味で差別化が困難であり、このプラットフォームそ



れ自身から利益を上げることはできない。34 しかしながら完全オープン化によって生まれ

たプラットフォームは、人々が互いに得意技を持ち寄って新たなビジネスを共創し合う場

となる。異なる価値観を持った多種多様な人々が知恵を出し合うという２１世紀の文明装

置が図２に示す構造のモデルによってグロ－バル市場に創り出されたが、この完全オープ

ンな共創の場で独占体制を構築する勝ちパターンが図４の構造を取るビジネスモデルだっ

たのである。 
しかしながらたとえ完全オープンであっても、どこかをブラック・ボックスにして独

占しなければ企業は利益をとれず存続できない。独占に近い極端な不完全競争が経済活性

化に多大な貢献をしたのは厳然たる事実であり、そして特定セグメントのブラック・ボッ

クス化や独占は、技術の持続的な進化を決して妨げることがなかったのである。 
オープン標準化は、たがいに得意技を持ち寄って共創する場を作り出すだけでは決し

てなかった。企業が知恵を絞って競争する場を共創の場の上で作るという二重構造が、オ

ープン標準化によって構築される。人為的に構築されたこの二重構造が、経済成長に多大

な貢献をするのである。その代表的な事例がインターネットであり、シスコシステムズ社

であった。 
 

３．シスコシステムズ社の標準化知財マネージメント 35  
３.1 オープン環境の中のシスコシステムズ 

  1984 年に創業したシスコは、５年後の 1989 年に株式上場を果たして巨額の資金を手に

した。売り上げが 2,800 万ドルしかないのに、シスコの時価総額が 2億 2000 万ドルになっ

たのである。1990 年代にはこの資金を使った成長戦略を実行に移し、インターネット市場

で興隆しつつあった LAN スイッチや ATM 非同期転送システムなどの新規領域を次々に買収

した。また同時に、ネットワーク同士が簡単に結合できる“相互接続可能なネットワーキ

ング”というコンセプトを推進した。 
事実シスコは、自社が提供するネットワーク機器以上に、ユーザがすでに持っていた

り、あるいは購入する他社の機器との接続を可能にせざるを得ず、その都度接続機能を強

化することになる。実はこのプロセスこそが統合化の深淵なる技術力と統合化を支える組

織能力の原点だったのであり、すでに述べたように、シスコ躍進の秘密が M&A ではなくこ

こにあったのである。技術統合化の組織能力は、1990 年代に自社のルータへ M&A で手に

入れた多種多様なハードウエア・ネットワーク機器取り込むノウハウを蓄積する上で極め

て重要な役割を担った。これらのノウハウが集中カプセルされたインターネットワーキン

グ OS (IOS)は、その後のシスコが持つ最大の付加価値へと進化していく。 
                                                   
34 標準化を論じる人々は、誰もが独占できない完全競争状態を人為的に創り出して共通のビジ

ネス・プラットフォームを、非競争領域と定義している。これもコース（1992）が架空の市場

として定義した“取引コスト・ゼロ”に近い市場である。 
35 ここで紹介するシスコの事例は、小川(2009b)の一部を取り込み、インターネットの世界で位

置付けた。  



  しかしながらシスコは当時のマイクロソフトと同じように、IOS のインタフェースだ

けをオープンにするものの内部を完全ブラック・ボックス化し、その上でさらに多くの領

域に知的財産の網を張り巡らしながら IOS の改版権をシスコだけが独占的に握った。たと

えば IOS は、シスコ独自のルーティング・プロトコル（IGRP）をしようして、ルーター間

のルーティング情報のやり取りを可能にしている。会版権を独占するという事実は、同じ

時期の 1992 年からサービスを開始したヨーロッパ GSM 携帯電話システムと同じであった。

GSM 陣営もシスコと同じように、プロトコルを国際標準でオープン化するものの、このプ

ロトコルで動作するベース・ステーションだけは、完全なブラック・ボックス構造にして

市場支配の原点を作った。GSM 陣営もシスコと同じようにオープン化されたプロトコルの

技術進化（改版権）とブラック・ボックス領域の技術進化を、ともに独占する構造を構築

していたのである。36  
インターネットの急速な発展はすべての基盤となるプロトコルのオープン化であった。

最初にホスト・コンピュータ間をつなぐ TCP/IP が完全オープン化して特定企業や政府機関

による独占を防いだ。またネットワーク内部だけで使われるルーティング・プロトコルに

ついても、すでに本稿の１．４で述べたように、1970 年代後半から 1980 年代にかけて先

進的な技術者群や先進的なユーザが Request For Comment(RFC)という仕組みを作って誰

でも使えるオープン化を徹底させた。 
インターネットの普及を支えた IETF という標準化機関は、1992 年からインターネット

環境に興隆した自由参加の学会、ISOC(Internet Society)の下部組織であり、現在でもイ

ンターネット関連技術のオープン標準化で大きな役割を担っている。IETF でも、やはり先

進的な技術者やユーザが個人の資格で参加し、RFC の仕組みを駆使しながらインターネッ

トの発展を支える技術やサービスの方向を示してこれに必要な技術標準を決める。 

インターネットの接続性や新たなサ－ビスを具体的に実現する技術がブラック・ボッ

クスとしての IOS に集中カプセルされる一方で、その IOS はオープン環境で標準化される

ルーティング・プロトコルの規約の下で動作する必要がある。そこでシスコは、ブラック・

ボックス化と標準化（オープン化）という矛盾を解消する手段として、最も先進的な人材

を結集させてインターネットの将来方向を自ら繰り返し提案し、これによってオープン環

境の技術世論をリードしていった。同時にシスコは自社のブラック・ボックス型 IOS に将

来技術をいち早く取り込み、先進的なユーザへ提供しながら彼らと共にその有効性を検証

していった。 
たとえば、シスコは次々に IOS を進化させて顧客へ提供するが、金融機関や行政機関

など新規サービスよりも信頼性・安定性を重視するユーザへは、十分に実績のある IOS を

提供する。しかし同時に先進的なユーザには、新規機能についての信頼性が完完全で無い

ことを前提に提供し、ユーザの協力を得ながら新規 IOS の完成度を高めていった。さらに

先進的なユーザのニーズを積極的に取り込んで新たな機能・サービスを次々と盛り込んで

                                                   
36 例えば小川(2009b)の 2.3 を参照。  



提供した。したがってユーザ側の方がシスコに代わって大規模な接続試験・検証試験を行

うケースも非常に多くなり、評価結果がシスコにフィードバックされて品質が急速に向上

していったのである。 
以上のようにシスコは、インターネット・サービスの将来方向を先進的なユーザと共

有し、彼らが IETF と取り交わす RFC を介して結果的に IETF の標準化をシスコが推進す

るプロトコルの進化の方向と同期させることができた。同時に IETF の幹事会を構成する重

要メンバーとなって影響力を行使できたのも事実である。また IETF という個人が参加する

標準化団体であっても標準規格の決定まで時間がかかるので、標準が決まった時点にはシ

スコがすでに IETFが標準化した機能や新規のサービスを IOS(ルータ)で実用化できていた。

個人が参加する IETF の規格は決して強制ではないので、シスコは顧客が希望するとき

IETF 規格のプロトコルをサポートすればよい。シスコは常に先行メリットを生かすことで、

オープン化の中でブラック・ボックス領域の付加価値を高めてきたのである。 
シスコのルーティング・プロトコル（IGRP）は IETF が標準化した OSPF と基本機能

がほぼ同じになっているが、IGRP などのプロトコルで動く IOS の機能やサービスでは常

に先行してきた。シスコは完全オープンな世界と進化の方向を共有し、IETF というオープ

ンな環境で個人が提案し合う標準化の仕組みだったので、シスコとして活動しやすいオー

プン標準化だったのではないか。 
一般にネットワーク・システムでは色々なプロトコルが技術的に適用可能だが、例え

ばシスコが次々に進化させる IP プロトコルと連動させながら IOS の機能を進化させ、これ

をネットワーク・ルーターへ組み込まれる。したがって、オープン環境で標準化されたは

ずのプロトコルでさえ、シスコがそれを少し進化させただけでも、そのわずかな違いが大

きな差別化要因となる。 
すなわち、誰にでも開放されるプロトコルおよびプロトコルと非常に強い相互依存性

を持つブラック・ボクス領域の改版権を同時に独占すれば、トータル・ネットワークシス

テムの技術進化を全てコントロールできる。そして誰にでも開放されるプロトコルを介し

てブラック・ボックス領域からオープン市場を支配できることになる。この機能がシスコ

のビジネスモデルの基本戦略に位置取りされていたのである。デファクト・スタンダード

としてのルーティング・プロトコル（IGRP）の土俵の方で、IETF で標準化されたルーテ

ィング・プロトコル（OSPF）に無い先進的な最新機能に対応できていて、それがシスコの

IOS によって具体化されているなら、多くの先進的ユーザがシスコの IOS とシスコのルー

タを選ぶ。シスコは、この効果を最大限に利用し、先進的なユーザをオピニオン・リーダ

ーとして活用した。インターネット・サービスの将来方向に関する世界の技術世論を、シ

スコの方向へ一体化させたのである。しかしながらこれだけでは、シスコの市場支配力を

説明することができない。 
 
 



３．２  オープン環境の覇権を巡るシスコシステムズの知財マネージメント 

シスコが次々にユーザシステムを接続させながら躍進するにつれて、大手顧客が持つ

基幹システムとして採用している IBM のシステムへも、シスコのシステムを接続するよう

になった。コンピュー・ネットワークで圧倒的な力を持つ IBM ユーザのシステム市場も、

安価でオープン環境のインターネットをベースにしたシスコのシステムによって包囲され

たのである。 

この事態を打破するために IBM 主導で 1995 年に結成されたのが、シスコ包囲網として

の Network Inter-conect Alliance(NIA)コンソーシアムであり、ＩＢＭ、スリーコム、べ

イネットワークスなどが中核メンバーであった。ＮＩＡコンソーシアムの基本戦略は、や

はりトータル・ネットワークシステムを左右する接続性に集中しており、メンバー企業の

インターネット機器なら互いに接続性を保証することを前面に出した。営々と蓄積した付

加価値領域や市場支配力の原点が、オープン標準化によって切り崩される危機に瀕したシ

スコは、図 5 に要約した巧妙な標準化戦略を採って IBM 陣営の攻略をかわすことになる。 

ここで我々が注目すべき第一の点は、シスコの IOS だけが全てのネットワークの接着

剤になるというコンセプトを前面に出し、同時に IOS が組み込まれて接続性が保証される

インターネット機器の販売権を世界中の企業へライセンスした点である。その上でさらに

ルータ/IOS のインタフェースと動作方法に関する技術情報をライセンシー企業へ完全公開

した。したがって販売ライセンスを受けた全ての企業は、シスコが接続を保証する環境を

そのままユーザへ納入できるようになった。もともとシスコ製品の利益率が非常に高かっ

たので、シスコから OEM で提供された企業は、自ら全てを開発する場合よりは、遥かに多

くの利益を取ることができたのである。 

 

図５ プロトコルのオープン化と改版権を巡る 標準化･事業戦略
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②Protocolのオープン規格, 互いの接続性を保証し合う（シスコへの対抗）

シスコによる対抗戦略としての標準化
① ルーティング・プロトコルとこの規約で動くＩＯＳをシスコのルータと一括

ライセンス(1997年）。インタフェースの動作方法に関する情報だけ開示
・Compaq, HP,CableTron,DEC,NEC,Microsoft,Alcatel,Ericsson,GTE

②ＰＣにおけるWindowsに見立てて大規模なプロモーション
ＩOSは全てのネットワークとの接着剤、動作を保証する拠り所

シスコに見るオープン標準化の知恵
①IOSのインタフェースを開示したが改版権は全てシスコが持つ。

・一見オープンだが、 他社は独自に改良できない。
②技術イノベーションを常にリードして新規機能を付け、ユーザに応える

③その時点の機能に関する接続性を独占して常に市場の支配権を握る

 



販売ランセンスを受けた企業に、日本のＮＥＣや北欧のエリクソン、フランスのアル

カテルなど、アメリカ市場以外で圧倒的に影響力のある外国企業群が多数含まれていたの

で、IOS が組み込まれたシスコのルーターが瞬く間に世界市場へ普及していった。また当時

のＩＢＭは、自社のハードウエア技術を前面に出し、顧客に対してＩＢＭ製の器機を何度

もアップグレードさせることで利益を上げようとしていたので、シスコは IOS が組み込ま

れたハードウエア機器を非常に低い価格でユーザへ提供する戦略を徹底させた。これによ

ってＩＢＭの粗利益が激減するようになり、オーバーヘッドの大きいＩＢＭは、ニッチな

大規模システム市場へ追い込まれたが、シスコは価格競争力を武器に中小規模システムに

焦点を充ててユーザ数を急速に拡大させた。  

有線電話が普及するプロセスを研究して導かれたネットワーク外部性という理論によ

れば、同じインフラを共有して互いに繋がり合うユーザの数が多くなればなるほど、ユー

ザ一人ひとりのメリットが急増する。したがって IOS が組み込まれたルータがパートナー

企業の販売チャネルによって世界中に販売され、またルータの設置台数が中小規模システ

ムのユーザ層で飛躍的に急増したことは、シスコのルータがネットワーク外部性を理想的

に活用できるようになったことを意味する。 

しかしながらシスコの市場支配力を、単にネットワーク外部性だけでも説明すること

ができない。図 5 でも要約したように、シスコは IOS のインタフェースと接続性に関係す

る情報を開示したものの、その改版権を決して許可しなかったという点にこそ、市場支配

の原点があったのである。シスコからライセンスを受けた企業はいずれも技術力に長けた

企業であって自分でインタフェース機能を追加しながらさらに接続性を強化することがで

きた。しかしシスコは改版する権利を与えなかったのである。逆に、たとえ接続性に関す

る部分であっても一部の技術情報（特に新規の機能）だけは決して開示せず、常にシスコ

だけが新規アプリケーション領域における接続性を必ず主導したと、多くの人が証言して

いる。 

デジタル・ネットワーク型のビジネス環境に見る知財マネージメントとは、自由に

使わせるが権利を決して手放さないという知恵であった。特にプロトコルはネットワーク

環境に生まれるほぼ全ての技術モジュールを結合するための基的な規約である。このプロ

トコルが IOS と強い相互依存性を持っているという意味で、シスコは自社の付加価値領域

からオープン環境を完全にコントロールする仕掛けを完成させた。 

これがシスコの知財マネージメントである。単なるインターネット外部性だけでなく、

また単なる特許や技術ノウハウだけでも決してなく、その上位レイヤーにある契約という

取引行為を組み合わせることによってシスコの知財マネージメントが完成する。これを標

準化ビジネス・モデルと重ね合わせて図 6 に要約した。 
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図６ シスコにみるオープン環境の知財マネージメント
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・ブラック・ボックス領域の知財と技術改版権の独占して利益の源泉構築
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システム全体に大きな影響を与える IOS でインタフェースの改版権すら手放さず、そ

の上で更にシスコが機能拡大に圧倒的なリソースを注ぎ込んでこれら基盤技術の進化をリ

ードすれば、シスコから販売権のライセンスを受けたパートナー企業は決して互換ルータ

を作ることができない。また大量普及が進んでインスト－ルド・ベースが巨大になれば、

シスコと互換性の無い製品を顧客が欲しがることはない。ここからシスコが、合法的に独

占体制への道を歩むことになる。 

 

３.３ シスコシステムズから学ぶ知恵 

シスコが IOS インタフェースを開示しながら改版権をしっかり維持した知恵がどこか

ら出てきたのかまだ解明されていない。しかしながらシスコは、1980 年代のＩＢＭが BIOS

のソース・コードを公開はしたが改版権を独占しなかったために技術進化の全てを後から

追いかけた互換機メーカに奪還された、という事例は当然知っていたはずである。ここか

ら多くの教訓を学んでいたのではないか。37 

事実、技術の改版権に関するシスコの戦略はインテルがパソコンのマイクロ・プロセ

                                                   
37 アメリカには、経済学やビジネス、法律、政治科学を学ぶ学生だけでなく、アメリカ産業の

構成や機能について興味を持つ専門外の人々を対象にしてかかれた教科書が多数あり(たとえ

ばアダムス（2002）)、自ら直接調べた一次情報によって生々しいビジネスの現場が当たり前

のように書かれている。しかし我が国では、例えばインテルが自社のマーケティング・ツール

に使ったキャッチ・フレーズなど、人為的に作られた考え方をそのまま事実と誤解し、誤解の

上で組み立てる論理がレフリー付の一流学会誌にすら散見される。しかも現場を離れた抽象的

な議論が多く、企業人が是を活用することが困難になっている。 



ッサーで採った戦略と同じであり、またマイクロソフトがパソコンのオペレーティング・

システム（DOS）で採った戦略と同じである。またヨーロッパ携帯電話に見る GSM 陣営でも

同じ戦略が観察されている。これらの事例はすべて、ブラック・ボックス領域だけではな

く、誰にでも自由に使わせる領域ですら技術の改版権、すなわち技術を進化させる権利を

必ず独占している。そしてその背後に必ずネットワーク外部性の作用があったのである。

オープン環境でビジネを独占する仕掛け作りがここにあった。 

1990 年代に欧米企業が完成させた標準化・知財マネージメントでは、国際標準化によ

って低コスト化を狙うのがあくまでもオープン化させたセグメントだけである。当然のこ

とながら決して自社の付加価値領域ではなかった。しかも彼らは自社の付加価値領域から

オープン環境をコントルールするメカニズムを必ず内部に持っていたのであり、38 その背

後に巧みな知財マネージメントがあった。市場支配のメカニズムとこれを支える知財マネ

ージメントは、ヨーロッパＧＳＭ方式のデジタル携帯電話でも同じであった。欧米諸国企

業が当たり前のように手を打つ仕掛け作りと知財マネジ-メントを理解しなければ、そして

大量普及や低コスト化の視点だけで知財マネージメントを続けるなら、我が国企業は今後

もオープンなグローバル市場から何度も撤退を繰り返すであろう。 

シスコのビジネスで最大の特徴は、インターネット・システムに関わる多種多様な通

信機器を All-In-One Solution として提供し続けた点にある。これはデジタル携帯電話シス

テムにおけるノキア社のモデルとその基本思想が同じである。更に言えば現在のアップル

社に見る i-Pod や i-Phone でも同じであり、例外なくデジタル・ネットワーク環境で構築さ

れたオープン垂直統合型のビジネスモデルを構築している。 
1970~1980 年代のＶＴＲは、伝統的な擦り合わせ型製品なので基幹部品の全てを内製

しながら完成品をブランド付きで売るという、クローズドなフルセット垂直統合型のモデ

ルが経済合理性を発揮した。一方、シスコやアップル、あるいはノキアは、オープン環境

で基幹部品を内製せずに外部から調達はするものの、これを使ってユーザへ提供される製

品とサービスは、一連の技術や部品がその企業の中で統合化された All-In-One Solution と

なっている。この意味でいずれも統合型であるものの、オープンな垂直統合型である。デ

ジタル・ネットワーク型産業では経済合理性がトータル・システム全体に宿るが、これを

支えるのがオープン環境で創る２１世紀の垂直統合型だったのである。 
このような仕掛け作りは 1980 年以前のアナログ時代では不可能であった。デジタル技

術の登場によってはじめてオープン環境を支配する仕掛けが可能になったのである。そし

て知的財産のマネージメントも、このような経営環境の到来によってはじめて技術開発以

上に重要な役割を担うようになった。 

 
３．４ WiMax のオープン標準化がシスコシステムズのビジネスモデルに与える影響 

 WiMax の登場がデジタル携帯電話システムのブラック・ボックス領域を強制的にオー

                                                   
38 例えば小川(2008a) および小川(2008ｂ)。 



プン化させようとしている。もしこれが世界中に普及する事態になれば、これまで携帯電

話のビジネスモデルを支配してきたノキアやエリクソンなど、ヨーロッパ企業の競争優位

がここから徐々に揺らぎ始めるであろう。一方、アメリカ主導でオープン標準化が進めら

れる WiMax は、21 世紀のアメリカを代表するネットワーク産業の担い手としてのシスコ

型ビジネスモデルを、更に強化する方向へ進化するように思えてならない。その理由を図

７に示した。39 
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ここに記載されたそれぞれのレイヤーを繋ぐプロトコルは、シスコやエリクソンなどよ

って第四世代 WiMax プロトコルの名で標準化が進められている（実質的に 3.9 世代にも適

用といわれる）。当然のことながらシスコのルーターは既存のインターネットを介して既存

のインターネット・サービスを行うが、同時に WiMax 用のベース・ステーションを介して

パソコンや携帯電話への繋がるようになる。 
ここで WiMax は、ルーターの内部構造まで完全なオープンにしている。したがってブ

ラック・ボックス化されたベース・ステーションを市場支配の原点にしたヨーロッパ携帯

電話システムの絶対優位性が崩壊する可能性が出てきたのである。 
インターネットの世界と携帯電話の世界がシームレスに結びつき、人類共通のインフ

ラに育った携帯電話とパソコンが世界の隅々までスムースに繋がる可能性が出てきた。こ

れまでデジタル技術へオープン国際標準化が重畳することによって、技術の伝播スピード

                                                   
39 図７は元東京大学ものづくり経営研究センター特任助教で、現在兵庫県立大学准教授である

立本博文氏とのデスカッションをベースにして作ったものである。 



が 1980 年代以前の我々が想像できないほど速くなり、グローバルな巨大市場を瞬時に創り

出した。その背景にあったのが製品アーキテクチャやシステム・アーキテクチャのモジュ

ラー化であったが、同時に情報伝達のスピードを飛躍的高めたインタネーットの登場がこ

れを加速させた。図７に示す人類共通のインフラが先進工業国から NextElevem とさえ呼

ばれることのない国々まで拡大した。これまで机上で言われ続けたユビキタス世界がこの

ような姿で実現されたとき、人類社会が大きく変貌していくであろう。 
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